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1．はじめに



















本稿では Immelt et al. （2009）や Govindarajan and Trimble （2012）で示された「リバース・イノベーション」が，
日本企業でも実現しうるのかどうか，独自に収集したアンケートデータとインタビューデータの分析に基づいて検討
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ついては，Innovation at the bottom of the 
pyramid（London and Hart, 2004;  Prahalad, 
2004） や Fruga l innovat ion（Zeschky , 































































































本稿で用いる定量的データは，2014 年 12 月に
行ったアンケート調査結果に基づく。東洋経済新
報社「海外進出企業 CD-ROM2014 年版」等から




経理とした）に調査票を送付した。2015 年 3 月
20 日までに 83 件の回答を得た（回収率 7.7%）。
この 83 件のうち，「R&D 活動を実施している」
と回答した拠点は 69 拠点，「R&D 活動を実施し
ていない」と回答した拠点は 14 拠点であった。
「R&D 活動を実施している」と回答した 69 拠点
の分布状況は表 1 の通りである。













答拠点が 68.1%，事業部 R&D 系の回答拠点が
23.2% という結果であった。アジア地域に限って
みると，コーポレート R&D 系の回答拠点が









医薬品 電気機器 自動車・部品 その他 計
中国 1 7 4 6 18
中国以外アジア 0 5 1 1 7
欧州 2 7 3 6 18
北米 5 4 5 7 21
その他 0 2 1 2 5









て見てみたい。Immelt et al. （2009）や Govin-
darajan and Trimble（2012）では，現地で大き





































設問 全体（N=69） アジア地域（N=25）1 2 3 4 5 無回答 1 2 3 4 5 無回答
R&D から商用化ま
で短縮
7 6 11 18 25 2 1 2 2 6 13 1
10.1% 8.7% 15.9% 26.1% 36.2% 2.9% 4.0% 8.0% 8.0% 24.0% 52.0% 4.0%
現地にR&D から販売
までの事業体制構築
15 9 15 7 21 2 3 3 4 5 9 1
21.7% 13.0% 21.7% 10.1% 30.4% 2.9% 12.0% 12.0% 16.0% 20.0% 36.0% 4.0%
現地市場向け輸出製
品を改良
20 4 18 16 9 2 5 0 7 10 2 1
29.0% 5.8% 26.1% 23.2% 13.0% 2.9% 20.0% 0.0% 28.0% 40.0% 8.0% 4.0%
既存製品の現地市場
向け改良
20 6 10 13 18 2 4 1 1 8 10 1
29.0% 8.7% 14.5% 18.8% 26.1% 2.9% 16.0% 4.0% 4.0% 32.0% 40.0% 4.0%
既存製品の日本市場
向け改良
36 14 9 6 2 2 10 5 6 3 0 1
52.2% 20.3% 13.0% 8.7% 2.9% 2.9% 40.0% 20.0% 24.0% 12.0% 0.0% 4.0%
既存製品の世界市場
向け改良
27 11 13 9 7 2 8 3 6 5 2 1
39.1% 15.9% 18.8% 13.0% 10.1% 2.9% 32.0% 12.0% 24.0% 20.0% 8.0% 4.0%
日本市場向け新製品
を開発
23 16 9 15 4 2 9 4 8 2 1 1
33.3% 23.2% 13.0% 21.7% 5.8% 2.9% 36.0% 16.0% 32.0% 8.0% 4.0% 4.0%
現地市場向け新製品
を開発
10 6 11 16 25 1 2 2 3 7 11 0
14.5% 8.7% 15.9% 23.2% 36.2% 1.4% 8.0% 8.0% 12.0% 28.0% 44.0% 0.0%
世界市場向け新製品
を開発
9 11 16 15 16 2 4 4 7 3 6 1
13.0% 15.9% 23.2% 21.7% 23.2% 2.9% 16.0% 16.0% 28.0% 12.0% 24.0% 4.0%









9 7 10 14 29 0 6 3 2 5 9 0




18 16 18 8 8 1 10 6 3 5 0 1





35 8 13 8 4 1 16 5 2 1 1 0





32 6 8 11 12 0 8 4 1 5 7 0





38 6 16 5 2 2 14 1 7 2 0 1





45 7 11 2 2 2 17 3 3 1 0 1
65.2% 10.1% 15.9% 2.9% 2.9% 2.9% 68.0% 12.0% 12.0% 4.0% 0.0% 4.0%








20 5 4 2 35 3 7 2 0 1 13 2
29.0% 7.2% 5.8% 2.9% 50.7% 4.3% 28.0% 8.0% 0.0% 4.0% 52.0% 8.0%
（2）日本本社事業部
門からの資金である
24 9 6 7 20 3 7 4 3 1 9 1
34.8% 13.0% 8.7% 10.1% 29.0% 4.3% 28.0% 16.0% 12.0% 4.0% 36.0% 4.0%
（3）現地統括法人か
らの資金である
38 4 6 9 11 1 14 0 4 2 4 1




40 4 6 8 9 2 12 1 3 3 5 1




56 4 4 1 1 3 20 1 2 0 0 2
81.2% 5.8% 5.8% 1.4% 1.4% 4.3% 80.0% 4.0% 8.0% 0.0% 0.0% 8.0%
（6）自己資金である
42 3 6 6 9 3 16 2 1 1 3 2
60.9% 4.3% 8.7% 8.7% 13.0% 4.3% 64.0% 8.0% 4.0% 4.0% 12.0% 8.0%




































設問 全体（N=69） アジア地域（N=25）1 2 3 4 5 無回答 1 2 3 4 5 無回答




6 13 11 16 20 3 3 4 3 6 7 2
8.7% 18.8% 15.9% 23.2% 29.0% 4.3% 12.0% 16.0% 12.0% 24.0% 28.0% 8.0%




16 13 14 13 11 2 4 4 4 6 5 2
23.2% 18.8% 20.3% 18.8% 15.9% 2.9% 16.0% 16.0% 16.0% 24.0% 20.0% 8.0%
（3） 我々の R&D テ
ーマは我々自身で決
定されている
1 12 13 21 20 2 0 7 3 7 6 2
1.4% 17.4% 18.8% 30.4% 29.0% 2.9% 0.0% 28.0% 12.0% 28.0% 24.0% 8.0%




29 9 13 12 4 2 8 2 2 7 4 2




21 12 13 13 7 3 8 6 1 6 2 2





44 8 5 6 2 4 18 3 1 1 0 2





45 6 8 5 0 5 21 0 1 1 0 2
65.2% 8.7% 11.6% 7.2% 0.0% 7.2% 84.0% 0.0% 4.0% 4.0% 0.0% 8.0%
【評価基準】（1- 今までにない，2- まれにある，3- 時々ある，4- しばしばある，5- ほとんど全部）
出所：表 2 に同じ。
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A 拠点 B 拠点 C 拠点
概要 東南アジアに立地 中国に立地 中国に立地
業種 自動車用機器 電気製品 自動車部品
LGT の諸条件
権限の委譲 地域内である程度確立 日本側に開発統括部門 現状はまだ低い水準
ゼロからの新製品 独自開発品有 独自開発品有 なし


















医薬品 電気機器 自動車・部品 その他 計
中国 1 6 3 5 15
中国以外アジア 0 5 1 1 7
北米 5 3 5 7 20
欧州 2 6 2 5 15
その他 0 2 1 2 2























































JPFUN 0.49** 0.46** 0.50**
（0.23） （0.22） （0.23）
LOCFUN 0.05 -0.02 0.07
（0.24） （0.23） （0.24）
PERSON 0.16 0.25 0.16
（0.26） （0.26） （0.26）
SCALE 0.14 0.19 0.12
（0.17） （0.16） （0.16）
AGE 0.57* 0.45 0.60**
（0.29） （0.28） （0.29）
Log likelihood -119.49 -123.28 -119.63
カイ二乗 18.90（7） 18.33（6） 18.63（6）
Pseudo R2 0.07 0.07 0.07
VIF 1.42 1.25 1.25














Immelt et al. （2009）や Govindarajan and 










































本稿では，Immelt et al. （2009）やGovindarajan 
















































2002 年 7 月 22 日）。Wave と Wave αは国内未導入。
（5）例えば，ホンダの Today は原動機付自転車，Wave
と PCX の 125cc エンジン車は小型自動二輪扱い，
PCX の 150cc エンジン車は普通自動二輪扱いとなり，
それぞれ必要な免許証や税金，高速道路の通行条件等
が異なっている。
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